
高齢者は2040年のお荷物か！？

～おひとり様女性が輝く坂井地区を目指して～

東海大学 建築都市学部 特任准教授

東京大学高齢社会総合研究機構 客員研究員

博士（工学） 後藤純
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２０１２年 → ２０４５年

死亡数の最頻値

現時点の目安（＝覚悟？）
男性は87～88歳
女性は92～93歳

さらに目安に到達した方の半数は
その先がある

出典：平成27年 厚生労働省（第22
回生命表（完全生命表）の概況）

「家族は社会保障の含み資産」
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貯蓄現在高階級別世帯分布

資料：総務省「家計調査（二人以上の世帯）」（平成２８年）

福 祉 ← ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ → サ ー ビ ス

自分が高齢者だと感じるか？

内閣府２６年度高齢者の日常生活に関する意識調査
6

つながりたいけど、しばられたくない

日常生活が不自由になり、助けを必要とす
るときに手助けしてほしい人

日常生活が不自由になった地域の人たちの
ために、対象者自身ができること

２０１２ ２０２１２０１５ ２０１８

地域包括ケア元年
地域密着型

在宅医療連携 自立支援
地域マネジメント
体制整備事業

第７０回社保審介護部会
(２０１６年１２月９日）

看取り
科学的介護

 2014年以降の論点
 在宅医療、病診連携、在宅医療介護連携
 地域包括支援センターの機能強化
 健康自立寿命の延伸と住民互助の最大活用 →生活支援体制整備事業
 フレイル予防
 地域マネジメント

これまでの１０年間



平成３０年度の介護保険法改正により、地域包括支援センターの評価が義務化。その後、
事業評価の取組状況や、地域包括支援センターから集約した情報の活用状況が保険者
機能強化交付金の指標として設定。

【介護保険法 第１１５条の４６第４項】
地域包括支援センターの設置者は、自らその実施する事業の質の評価を行うことその他の措置

を講ずることにより、その実施する事業の質の向上に努めなければならない。

【介護保険法 第１１５条の４６第９項】
市町村は、定期的に、地域包括支援センターにおける事業の実施状況について、点検を行うよう

努めるとともに、必要があると認めるときは、次条第一項の方針の変更その他の必要な措置を講ず
るよう努めなければならない。

地域包括支援センターによる地域マネジメント

２０２５ ２０４０２０３０ ２０３５

団塊世代後期高齢
免許証の返納

生活支援ニーズ増 介護需要増
在宅医療需要増

女性おひとり様
or愚痴渦巻社会

これからの20年間 今後の医療介護政策の方向

（１）．生活習慣病予防及びフレイル（介護）予防

－早期発見・早期対応

－社会参加に重点を置く必要あり

（２）．虚弱期の地域包括ケアシステムの確立

―自立に向けたリハビリ（生活リハ、社会参加リハ）

―２４時間地域密着型サービスと住まい

―在宅医療介護連携推進事業

（３）．「治す医療」に加えて「生活を支える医療」へ

－病院医療は、転換期にある

－地域医療（かかりつけ医師）の出番

－在宅医療の普及は、我が国医療改革の橋頭堡

（４）．看取りに向けた体制づくり

診療報酬改定
①かかりつけ医について

②急性期病院について

③医師の働きかた改革について

後藤コメント：かかりつけ医に対して、患者を最後まで見て欲しいというメッセージ



後藤コメント：急性期は急性期らしく（急性期充実体制加算→ケアミックス認めない）

介護保険制度改正論点
①自立支援のさらなる促進について

②看取りのための体制づくり

③介護人材の確保について



Long-term care Information system For Evidence LIFEの活用等が要件として含まれる加算一覧

出典：ケアの質の向上に向けた科学的介護情
報システム（LIFE）利活用の手引き P４

２０２１年は施設・通所
系サービス
↓
２０２４年以降：訪問系
サービス

居宅は？

ケアプランの有料化の
議論後

評価の傾向：自立支援促進加算について

出典：介 護 保 険 最 新 情 報 Vol.934 令和 3 年3月 16 日 P62 

次期（２０２４年）介護報酬改定の論点（例えば通所の場合）



出典：令和4年4月13日 財務省財政制度分科会資料

財務省財政制度分科会

• 各種負担の見直し
• 介護保険料 利用者負担の見直し

• ケアプランの有料化と福祉用具の販売

• 老健、介護療養院の多床室の室料負担の見直し

• 区分支給限度額のあり方の見直し

• 担い手不足への対応
• LIFEによる科学的介護（紙による介護はどうなる？）

• 軽度者へのサービスの地域支援事業への移行等

• 重度者の在宅ケアができる人材の育成

• 事業所の大規模化・協働化
• 社会福祉連携推進法人

赤線部は後藤が追記

出典︓三菱UFJリサーチ＆コンサルティング＜地域包括ケア研究会＞
2040 年︓多元的社会における地域包括ケアシステム ―「参加」と「協働」でつくる包摂的な社会―

在宅医療を含む地域包括ケアシス
テムについて



地域包括ケアシステム

25参考：平成25年3月三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング持続可能な介護保険制度及び地域包括
ケアシステムのあり方に関する調査研究事業報告書。（コミュニティについて後藤が追加した）

+コミュニティ（仲間、役割、生きがい、居場所）

コミュニティケ
（Community 
Care）
朝晩の声掛け
1日3食
移動
集いの場
総合相談

多職種連携
（Integrated care 
system)

地域資源を包括
的に使って暮ら
していく
（Comprehensive 
community  care 
system)

地域医療と在宅医療・自立のパタン

地域医療構想に基づき、２０２５年の在宅看取り患者数が推
計されているが、その患者数をどのように支えるのか、地区
医師会を中心に、在宅医療介護連携推進協議会等の場で
の議論が進められている。

在宅医療の型 ×３
在宅看取り重視型
重度要介護度在宅対応型
軽度要介護度在宅対応型

自立支援の型 ×２
病気や障害によって、自分が本来持っているポテンシャルを下回っ

た場合、どのようなケアが提供されて、本来持っているポテンシャル
を取り戻し、自分らしく暮らしていけるのか？
老化に伴い、自分が持っているポテンシャルが緩やかに低下してい

く場合（老衰で機能回復はしない）に、どのようなケアが提供されて、
自分らしく地域社会で暮らしていけるか？
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活動の組織化（安心できるつながり方）の3パタン

 活動しやすい方法は、人それぞれ。組織化には一長一短ある。

 自分の安心できる居場所を自分でつくろうと能動的に参加し、その組織に対
話の仕掛けがあれば、互酬的関係が生まれ、能動的な信頼関係が生まれる

（参考）在宅医療の構造と課題

在宅医療の構造

―主治医、看護・介護、バックアップ病床（病院）

在宅医療の４つの課題
①訪問診療する意欲のある医師の拡大
②在宅医療を担う医師のグループ化
③在宅医療の連携を支えるチーム作りのコーディネート

役（医師と介護支援専門員の連携）
④住民の意識啓発

地域包括支援センターが、４つの課題を支えること
が重要
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地域包括ケア病棟



自立支援
地域資源を活用した自立支援型介護

ケアの定義（ミルトン・メイヤロフ on caring)
ケアは、本⼈の⾃⼰実現を助ける⾏為。
本⼈⾃⾝も、⼈⽣の⾃⼰実現についてわからないが、⽇々成⻑したいと感じている

広義の⽣活⽀援：⽣きる⼒を回復させる

メイヤロフ基準の応⽤
①⾃⼰実現の協働探索

⾃⼰実現の具体的内容はわからないので、本⼈との時間をかけた関係の中で⾃⼰実現
の内容を⼀緒に探索する。

②⾮パターナリズム・⾮⾃⼰決定
⽀援者の⽬的は本⼈の⾃⼰実現を助けることであり、それは⽀援者の考えに沿った⽅
向に本⼈を誘導することでもなく、また単に本⼈の好きなように決定させることでも
ない。

③献⾝・⼀意専⼼（devotion)
ケアするとき、⽀援者は全⼈格的に本⼈に関与する。これは、⼀時点においては、他
のだれでもない本⼈のために⽀援者がいるという現れ⽅をし、時間の幅の中では、本
⼈の直⾯する困難のまえでも⼀貫してそれを打ち破る意思をもった⽀援者として表現
される。

④⾃発的⽀援の意思
義務的なものとして感じるのではなく、⾃らの意思として、そう（⽀援）したいから
していると感じている。

自己実現の重要性

一橋大学 猪飼周平先生

公営住宅or持ち家（戸建て・分譲）or高齢者向け住宅

住宅費（住宅ローン、家賃、居住権他）

戸建て住宅における管理業務（草刈・除雪他）・分譲住宅における管理業務
自
己
負
担

保
険
サ
ー
ビ
ス
費

自
己
負
担

医
療
介
護
サ
ー
ビ
ス

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

住
宅
サ
ー
ビ
ス

介護サービス（介護保険）

介護保険給付対象外サービス

（上乗せ・横だし）

要介護自立

安否確認＋食事

総合相談

生活支援（家事援助＋外出支援）

社会参加

医療サービス（医療保険）

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

誰
が
負
担
？

出典：厚⽣労働省⽼健局⾼齢者⽀援課(2011年）⾼齢者の住まい
と地域包括ケアの連携推進についてー住まいとサービスの関
係ーについての資料を後藤が改編して作成

• 本人の生きる目的・意義は本人にしかわからない
• 生活史から人生で培った身体・精神・社会的資源の把握

• 継続的な観察・対話を通じて、ナラティブ（物語）

• 介護保険サービスの枠組みだけで自立させるのは難しい
• 社会資源の最大活用（民間サービス、社会サービス、住民サービス）

• 生活支援体制整備事業、在宅医療介護連携推進事業

• 多職種によるアセスメントの基本は、予後予測
• この地域で、このまま何もしないで放置しておくと、どうなるのか？

• 本人が培った、どのような資源にどのようにアクセスできなくなるか。

• 家族等の素人にはわからない（親はいつまでも元気）

• ICFの枠組みを活用し、個人因子と環境因子に分けて要因分析

• 資源に引き続きアクセスできる（目標）ように支援する
• 老化により各種資源にアクセスできなくなる。

• 社会資源・地域資源を使って、包括的にケアを受けて暮らす
• 自宅は本人の資源、民間サービス、地域サービスの混合介護

• 家族による支援はゼロと考える（感情に引きずられる）

自立支援の理念モデル



出典：厚生労働省 これからの地域づくり戦略

上から目線で指導
する場ではない。

出典：興味・関心チェックシート ‐ 日本作業療法士協会

科学的介護で重視すべきことは、その人の価値観

出典：埼玉県介護予防のための地域ケア会議（自立支援型地域ケア会議）について



ICF分類とは
ICF分類とは
国際⽣活機能分類のこと。健康状態、⼼⾝機能、
障害の状態を相互影響関係および独⽴項⽬とし
て分類し、当事者の視点による⽣活の包括的・
中⽴的記述をねらいにする医療基準。
ICF分類の概念枠組み

現状分析 目標像

予後予測

ADL／IADL

時間

目標を具体的に
するポイント２

多職種連携

効果のある自立支援

目標を具体的に
するポイント１

当事者もわ
かっていない
ことがある

目標を具体的にする
ポイント１

ICFの活用

主語、地域資源・具
体的な地名等を入れ
る

目標を具体的に
するポイント３

PDCA

家族介護
ありき

地域資源の
未活用

当事者不在の
目標設定

事業所の
経営悪化

生活支援体制整備事業

介護保険制度「地域づくり戦略」

出典：https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000490107.pdf

地域包括ケアシステムの推進のために、地域づくりを
進めていくことを宣言
（介護保険における地域づくりへ投入される公費390億円）



生活支援体制整備事業 ２層の協議体は機能しているか？ 例：アクセシビリティの改善

雄和市民センターを活用した「酒を嗜む会」が開催。車移動が基本のため飲酒を伴う親睦の
集いが開催しにくいため、バスターミナルである雄和市民センターを会場に、マイタウンバス
で集合し、約２時間半後の最終のバス便で帰るサークルである。参加者は男性を中心に約
20名。準備・片付けを含めると90分しかないが、飲み過ぎず地域のことを話合える機会と
なった。

自家用車の乗合、待合室の充実など、コ
ミュニティが地域交通のあり方検討
※住民だけでの検討

シニア映画祭：ワンコインバスで、駅前に
映画を見に行く。
※アクセシビリティの調査などなし

◀翔の会
（銭太⿎体験）

▲ふまねっと
（ロコモ予防）

ウクレレ演奏▶

協議会ではなく協議体 例：柏市地域活動館（仮）

44

たまプラーザ 三丁目カフェ



神奈川県川崎市小地域における生活支援体制整備事業

「老親が、独居で不安だから介護認定もら
いたい 」

従前：予防訪問生活援助

対策：傾聴見守り訪問

• 総合事業対象者：傾聴見守り訪問＋生
活支援（移送、買い物他）＋町内会・民
生委員等との連携

「老親が日中独居で不安だから、デイの回
数ふやしてください。」

従来：予防通所介護

対策：公民館型通所B
• 総合事業対象者：昼食付き（民間の弁

当）の地域活動・公民館活動＋出張型
総合相談（4h程度）

社会的リスクがある方
• 傾聴見守り訪問＋社会的処方（※）
• 公民館型通所B＋社会的処方（※）

※専門職によるアセスメントを通じ、地域資源の活用を支
援する。（生活支援や通いの場＝地域資源に、自らの力
でつながれないため、コーディネートが必要）

多職種連携

地域連携

在宅生活を支える予防訪問サービスと予防通所サービスの課題点

介護保険制度の改正論点
→地域資源活用と多職種連携・自立支援

訪問介護の身体介助重点化
→見守りを通じて早期に専門家につなぐ

通所介護の機能訓練重点化
→食事付きの社会交流・参加の切り離し

（参考）個別支援・地域支援・地域づくりと地域マネジメント

•対象者に対する早期支援・早期介入
•家族介護者ありの場合の早期介入ルールづくり

•自立支援型ケアと介護予防事業のさらなる推進

•住民互助と専門職とのケアミックス

•つながり支援（社会的処方※４）

個別支援

•包括的な相談支援体制の構築
•包括的な相談支援窓口とブランチ※1の整備

•窓口とブランチの運用マニュアル作成

•人材育成・研修：傾聴やエコマップ※2作成等の
スキルを持った人材の育成

地域支援

•人、地域、資源がつながる地域づくり
•コミュニティ資源の高齢化・フレイルへの対応

•モデル地区による取組の推進と横展開

•検討のための協議体の設置

•つながり支援（つながり維持、つなぎ戻し）

地域づくり

行政
専門職

住民

主体

介護支援専門員
医療職・介護職

地域包括
支援センター

生活支援コー
ディネーター

フレイル予防と生きがい
起業
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フレイルの定義
⾼齢期に⽣理的予備能が低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し、⽣活機能障害、要介護状態、
死亡などの転帰に陥りやすい状態で、筋⼒の低下により動作の俊敏性が失われて転倒しやすくなるような⾝
体的問題のみならず、認知機能障害やうつなどの精神・⼼理的問題、独居や経済的困窮などの社会的問
題を含む概念

（⽇本⽼年医学会, 2014）
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フレイル予防とコミュニティ・ビジネス
• フレイルについての新発見

• 何かをやってみたい思ったら、すぐ行動する
• 良質な筋肉が、使える状態になっている
• 意識（社会性）と筋肉がつながっている

• 自己実現社会としての超高齢社会
• 高齢者一人ひとりの人生が個性的で豊か

• 「まちのために」まちづくりに参加する者を求める発想ではなく、個
性的な人たちが個人的な居場所を求めており、それが実現できる
ことが、まちづくりだと発想を広げることが必要。

• 高齢者の個性の発揮
• ボランティア・コミュニティ活動
• いきがいとしての就労（by秋山弘子）
• いきがいとしての起業（コミュニティ・ビジネス）

• 週1起業、400円のカフェ 1日15人×月4回＝24,000円

• ハイカルチャーは目指さない
• 安定のサブカル路線

秋田市におけるエイジフレンド
リーシティの取り組み



ＷＨＯエイジフレンドリーシティ（高齢者に優しい都市）

• ＷＨＯ神戸センターが主導：２２カ国３３都市で調査、８領域８４項目のチェックリスト。
• 検討会議の中心はメディカルドクターや疫学（公衆衛生学）の研究者
• 2021年1月の時点で44ヵ国1114の都市・コミュニティがネットワークに参加 54

ＷＨＯエイジフレンドリーシティの計画サイクル

WHOのサイト http://agefriendlyworld.org/en/

秋田市について

人口 ： 307,758（2019年10月31日現在) 秋田県の人口の約３割
面積 ： 906.07㎢
就業者の８割以上が第３次産業に従事

秋田市の人口

総人口と年齢３区分別人口の推移 （秋田市人口ビジョン(2016.3)より）

※年少人口：15歳未満 生産年齢人口：15歳以上65歳未満 老年人口：65歳以上
※2010年までの総人口は国勢調査および秋田市情報統計課推計人口より作成
※2010年までの年齢３区分別人口は国勢調査より作成
※2015年以降は社人研「日本の地域別将来推計人口（2013年３月推計）」より作成



取組の背景

２００９年
市長公約としてエイジフレンドリーシティ構想の推進に着手

高齢者にやさしい都市を目指すことについて、市民に対しビジョンを提案

２０１１年１１月
ネットワーク参加表明書に署名

10年後に先進事例都市に選出！

2019年 ＷＨＯより世界の
先進事例都市の１つに選出

シニア世代が「住みたい田舎」 1位 第１次秋田市
エイジフレンドリーシティ行動計画

行政による計画 + 市民による計画

≪基本理念≫

高齢になっても
地域社会で活動、活躍することができ、

いきいきと過ごすことができる社会

【計画期間】
2013年度から2016年度

行政と市民が恊働して取り組む事項や、市民自身が一から企画・検討し、主体的に取り組
む事項を定めた。

市民によるワークショップ１２回開催

第１次行動計画策定に向け、外部委員からなる行動計画策定委員会および作業部会を設置したほか、
庁内調整会議を設置

【特 徴】



行政による取組～高齢者コインバス事業～

目的：高齢者の外出促進と社会参加、生きがいづくり支援

事業開始 ２０１１年１０月
事業概要 ６５歳以上の方が、コインバス資格証明書を見せて１回１００円で路線

バスを乗車できる制度

効果と課題 利用しやすい料金（遠距離であればあるほど効果大）、使いやすさ
（料金が明確、回数券のように準備する手間が不要）等で高齢者

の外出促進に効果があった。バス利用者が増。
ただし、全体的な利用者減少に加え、運転士が不足する など路線
維持に苦慮。そのため、コインバスを利用したくても、バスの利便

性が低い地域がある。

・コインバス資格証明者発行率：６４．６３％
（２０１９年９月末時点）

・年齢を段階的に引き下げ：
２０１１年(事業開始時）７０歳以上
２０１３年 ６８歳以上
２０１７年 ６５歳以上

第2期 シニア映画祭

ワンコインバスにのって、映画を見に行く

廃館からの再生

高齢者にやさしい取組を行
う企業･事業者等を「エイジ
フレンドリーパートナー」とし
て登録

エイジフレンドリー
な地域社会づくり

新たなシニアビ
ジネス創出の
チャンス

事業開始：２０１５年度
銀行、ホテル、福祉美容室、スーパー、寺社、建設など１０６事業者が登録

ベンチの設置地域の除雪ボランティア

行政による取組
エイジフレンドリーパートナーづくり推進事業

高齢者や障がい者にやさしい取組を継続して行う企業や事業者等を「エイジフレンドリー
パートナー」として登録し、民間サイドからの取組を推進

第2期 パートナーの取組事例

企業 取組例

(株)秋田キャッスルホテル 館内のバリアフリー化（点字ブロックの設置、昇降機の設置な
ど）、認知症サポーター養成講座、手話講座の受講

生活協同組合コープあきた 案内表示・商品配置の工夫、シニアサービスデーの導入

(地独）市立総合病院 健康教室の開催、入院時に便利な「入院セット」の導入

福祉理容店 幸のとり ユニバーサルデザインの店舗づくり、バイタルチェック用機材や
ＡＥＤの設置

(株)南山デイリーサービス 牛乳配達時に、高齢者の状況を確認する見守りサービスを実
施

日本電機興業(株) AEDを社内に設置し、必要時に近隣住民も使用できるよう周知、
除雪ボランティア、地域の清掃ボランティア活動の実施



Age Firendly Living Labo Akita

Web サイト https://all‐a.jp/

小さな居場所を積み重ねたコンパクトシティ

福祉ではなく、地域包括ケア



３つの社会的公正

69

社会的公正Ⅰ 貧困対策

 経済的格差を軸とするもの。絶対的貧困、（東西冷戦時は）階級、雇用の不
安定化、都市と地方の格差、持続可能な開発など、資源（主に財源）分配（再
分配）に関連した論点

社会的公正Ⅱ 社会的排除対策

 疾病・障害の有無、人種や文化の違いなどに端を発する様々な困難を抱え
るなかで、「社会の諸活動への参加が阻まれ社会の周縁部に押しやられて
いる状態」の解消を目指す論点。エンパワーメント（権限移譲）。

社会的公正Ⅲ ライフチャンスの平等さ／自己実現機会

 子どもが生まれること、転職すること、離婚すること、親の介護、ＳＮＳでのデ
マやいじめなど、生きることそのものがリスク。自由で自律した時代に、ライフ
チャンスが平等である社会をどうつくるか。自己実現の機会が奪われない。

朝日新聞2021年11月3日 経済７面

• 地方都市も近代化されている：女性に対する搾取、不平等、抑圧等からの解放
• 解放の政策が進むと、女性は自分のライフデザインを描くことになる。
• 解放の政策では、「女性用の更衣室やトイレ」「短時間勤務の制度」「子育て支援」など男

性中心主義からの解放を想定。収入としての仕事と家庭との両立は、以前より進んだ。
• 記事中「やりたい仕事があったことが入社の一番の理由」 →ライフデザインの話
• これまで学んだ・培ったことを活かして自分の人生を生きたい →解放の仕組みしかない。
• 地方創生が、働く人のライフデザインにコミットしなければ、若い人は地元に残らない。

地方都市では、やりたい仕事がみつからず
（＝ライフデザインできない）

社会保障経済

出典：令和2年国勢調査 就業状態等基本集計 福井県結果の概要

社会保障費は溶けてなくなるわけではなく、地域で循環させ
ていくことが論点

生涯活躍のまち（輪島カブーレ）



アーバンデザインへの期待

福祉よりの公共空間のデザインではなく、アクティブシニア
の個性が活きるデザインを目指したい。

景観デザイン

公共空間のデザイン
民間／公共／住民

サービス

• 中堅所得層のニーズへの対応とフレイル予防
• アクティブシニアの意見を踏まえて、実現していくことになる。

• アクティブシニア自体が、古い「福祉」の枠から抜けられない。当事者
が自分のニーズを理解できていない。→対話と傾聴につきる

• 消費者としてではなく、サブカルチャーの担い手として再定義

• 在宅医療を含む地域包括ケアシステム
• かかりつけ医と介護支援専門員、自治体のさらなる連携

• 自立支援型ケアに取り組み、加算を確実にとる

• 当事者の自己実現とそのための地域資源の活用

• 地域単位での包括的な支援（医療、社会参加、生活習慣）

• 超高齢化時代に、どんなまちを作りたいのか
• いきなり包括的・統合的な戦略を進める体制はできない

• 包括ケアは厚労省版まちづくり政策（包括ケア）

• 個性的な高齢者を資源としてみなし、内需を拡大していく

• 受け皿となる都市政策に目を向ける（アーバンデザイン）

まとめ


